














（２） 条件不利地域について 

１）本レポートにおいて対象とした条件不利地域 

本レポートにおいては、自然的、地理的、社会的条件等により指定されるいわゆる条件不利地域

のうち、表３に示す「豪雪地帯」及び「特別豪雪地帯」、「離島地域等」、「半島地域」、「振興山村」

並びに「過疎地域等」を対象とした。 

 

２）全域指定と一部指定 

市町村の区域の一部を単位として地域を指定する条件不利地域（豪雪地帯、離島地域、振興山

村）については、指定地域に対応する統計データが限られており、統計的にその実態を把握する

ことが容易ではなかった。また、市町村単位で指定される条件不利地域（半島地域、過疎地域）

も含めて、最近の市町村合併により、市町村の区域の一部が条件不利地域に指定されている市町

村が増加した。 

一部の区域が条件不利地域に指定されている市町村について、条件不利地域として集計するこ

とは、必ずしも条件不利地域の実態を表すとはいえない場合もあることから（例：県庁所在市が

離島の村と合併した場合、県庁所在市全体を離島地域として扱うこととなる。）、本レポートにお

いては分析の便宜上、また、全国平均等との比較のための目安として、市町村合併の有無に関わ

らず、市町村の全域が条件不利地域に指定されている市町村に限定し、それらの市町村の平均値

等を求め、これをもって当該指定区域の状況を示唆する、一定程度の指標性のある数値として用

いることを試みた。 

このため、各条件不利地域に指定されたすべての区域を対象とした数値ではないことから、増

減率、比率等を中心として用いている（例：人口、事業所数ではなく、人口増減率、高齢者比率、業種別事

業所数割合等）。 

なお、平成 12 年国勢調査に基づく、市町村の区域の一部の指定状況も含めた条件不利地域に係る

市町村の概況は、表４の通りである。 

３）地域指定の時点 

   本レポートにおいては、平成 17 年 10 月１日時点の市町村をもとに、この時点の条件不利地域の

指定状況により整理した。指定状況の詳細は、表５の通りである（後述する意識調査については調

査時点。）。  

 

表３：条件不利地域の定義と本レポートにおける集計対象 

条件不利地域 定義・集計対象とする地域等 

豪雪地帯及び

特別豪雪地帯 

「豪雪地帯」は豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）に定められた地

域で、積雪が特に甚だしいため、産業の発展が停滞的で、かつ、住民の生活水準の

向上が阻害されている地域。 

「特別豪雪地帯」は、豪雪地帯のうち、積雪の度が特に高く、かつ、積雪による長

期間自動車の交通が途絶する等により住民の生活に著しい支障を生ずる地域。 

「豪雪地帯」、「特別豪雪地帯」ともに同法第２条に基づく国土交通大臣、総務大臣

及び農林水産大臣による指定及び公示を要する。 

離島地域等 

 

本レポートでは、以下の３つについて、「離島地域等」として集計した。 

①「離島地域」：離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）に定められた地域で、本土と



隔絶されていることにより、産業基盤及び生活環境の整備等が低位にある地域。

同法第２条に基づく国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣による指定及び公

示を要する。 

②奄美群島：奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）に定められた

鹿児島県名瀬市及び大島郡の区域で、同法第３条に基づき、鹿児島県が奄美群島

振興開発計画を定める必要がある。 

③小笠原諸島：小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）に定める

小笠原群島等並びに沖の鳥島及び南鳥島をいい、同法第４条に基づき、東京都が

小笠原諸島振興開発計画を定める必要がある。 

半島地域 半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）に定められた地域で、三方を海に囲まれ、平

地に恵まれず、水資源が乏しい等、産業基盤及び生活環境の整備等が他の地域に比

較して低位にある地域。同法第２条に基づく国土交通大臣、総務大臣及び農林水産

大臣による指定及び公示を要する。 

振興山村 

 

山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）に定められた林野面積の比率が高く、交通条

件及び経済的、文化的諸条件に恵まれず、産業の開発の程度が低く、住民の生活水

準が劣っている山間その他の地域。同法第７条に基づく国土交通大臣、総務大臣及

び農林水産大臣による振興山村の指定及び公示を要する。 

過疎地域等 

 

①過疎地域：過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）に定める人口

の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の

整備等が他の地域に比較して低位にある地域。同法第２条に基づく国土交通大臣、

総務大臣及び農林水産大臣による過疎地域の市町村の公示を要する。 

②過疎地域とみなされる市町村：同法第 33 条第 1項に基づき、市町村の廃置分合等

があった場合の特例として過疎地域とみなされる市町村の区域。 

③過疎地域とみなされる区域：同条第２項に基づき、市町村の廃置分合等があった

場合の特例として過疎地域とみなされる区域。 

なお、本レポートにおいては、①及び②について「過疎地域等」として集計の対

象とし、市町村の一部に係る③については対象としていない。 

表４：平成 12 年国勢調査による条件不利地域の状況（全部指定・一部指定を含む） 

市町村数 　面　　積 　人　口
人口密度
（人/km2）

人口増減率
(H7/H12）
（％）

高齢者
比率（％）

全国 3,230 377,873 126,925,843 340.4 1.1 17.3

豪雪地帯 962 191,982 20,449,042 106.5 -0.5 20.0

うち特別豪雪地帯 280 74,929 3,511,709 46.9 -2.7 23.7

離島地域 111 5,245 472,312 90.1 -7.2 29.4

奄美群島 12 1,231 132,315 107.5 -2.6 25.8

小笠原諸島 1 104.4 2,445 23.4 4.4 9.4

半島地域 376 36,939 4,718,585 127.7 -2.3 24.6

振興山村 1,193 178,492 4,507,031 25.3 -4.7 28.1

過疎地域等 739 204,224 11,252,803 55.1 -4.3 27.1
 

注：平成 12 年 10 月１日時点。ただし、「豪雪地帯」「うち特別豪雪地帯」の市町村数は、平成 12 年４月１日時点。また、

「過疎地域等」の市町村数は、平成 18 年４月１日時点。 



表５：条件不利地域の指定状況 

全国 2,217 1,372 113 1,259 845 599 180 41 52 78 250 17 287 558 739 102

北海道 198 52 8 44 146 198 86 0 4 2 25 1 77 23 147 3

青森県 47 32 3 29 15 47 11 0 0 0 16 1 14 11 20

岩手県 47 16 1 15 31 47 2 0 0 0 0 0 14 25 19 0

宮城県 44 37 2 35 7 7 1 3 0 4 0 0 2 10 7 1

秋田県 29 11 1 10 18 29 5 0 0 0 3 1 5 18 18

山形県 38 23 3 20 15 38 24 0 0 1 0 0 5 22 20

福島県 81 47 3 44 34 26 17 2 0 0 0 0 18 26 29 1

茨城県 54 46 4 42 8 0 0 0 0 0 0 0 0 6 1 3

栃木県 40 36 2 34 4 4 0 1 0 0 0 0 4 11 4 0

群馬県 54 37 5 32 17 20 1 1 0 0 0 0 11 12 10 2

埼玉県 78 68 1 67 10 0 0 0 0 0 0 0 0 8 2 1

千葉県 74 33 0 33 41 0 0 0 0 0 17 0 0 1 6 1

東京都 40 30 4 26 10 0 0 0 9 0 0 0 2 0 5 0

神奈川県 37 30 2 28 7 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0

新潟県 43 29 3 26 14 43 15 0 2 0 0 0 1 18 15

富山県 21 20 2 18 1 21 3 0 0 0 1 0 0 8 1 1

石川県 20 14 1 13 6 20 0 0 0 1 13 0 0 15 6 3

福井県 27 20 1 19 7 27 4 0 0 0 0 0 4 10 6 1

山梨県 36 24 1 23 12 1 0 1 0 0 0 0 7 14 11

長野県 95 58 4 54 37 18 9 6 0 0 0 0 31 29 35 6

岐阜県 45 33 2 31 12 5 1 5 0 0 0 0 2 14 7 6

静岡県 44 32 4 28 12 0 0 2 0 1 7 1 1 12 5 3

愛知県 68 58 6 52 10 0 0 0 0 2 0 0 3 4 5 1

三重県 46 38 4 34 8 0 0 0 0 2 23 1 2 18 8 1

滋賀県 32 23 2 21 9 5 1 3 0 0 0 0 1 8 1 1

京都府 38 21 1 20 17 12 0 0 0 0 6 0 7 11 9 2

大阪府 43 43 5 38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

兵庫県 52 36 2 34 16 5 0 2 1 2 0 0 2 15 6 3

奈良県 42 28 0 28 14 0 0 0 0 0 12 0 11 6 15

和歌山県 39 19 1 18 20 0 0 0 0 0 38 0 3 18 13 1

鳥取県 19 17 2 15 2 19 0 0 0 0 0 0 4 10 4 4

島根県 21 6 1 5 15 3 0 5 4 1 0 2 3 12 16

岡山県 32 23 2 21 9 3 0 5 0 5 0 0 2 19 14

広島県 28 21 3 18 7 1 0 5 1 7 1 1 0 14 11

山口県 29 22 5 17 7 0 0 0 0 11 4 0 4 12 13

徳島県 35 18 1 17 17 0 0 0 0 2 0 0 5 12 20

香川県 34 21 1 20 13 0 0 0 0 8 0 0 0 7 5 2

愛媛県 20 11 3 8 9 0 0 0 1 6 2 1 1 14 11

高知県 45 22 1 21 23 0 0 0 0 1 5 1 11 23 29 3

福岡県 85 70 4 66 15 0 0 0 0 5 0 0 2 14 19

佐賀県 31 24 1 23 7 0 0 0 0 1 2 1 2 1 6 2

長崎県 42 15 2 13 27 0 0 0 7 5 25 4 0 0 23

熊本県 62 32 2 30 30 0 0 0 1 2 12 1 7 19 34

大分県 21 11 1 10 10 0 0 0 1 2 7 0 0 15 14

宮崎県 44 27 3 24 17 0 0 0 0 3 2 0 17 4 21

鹿児島県 72 17 1 16 55 0 0 0 21 4 29 1 1 6 50 3

沖縄県 45 21 2 19 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18
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注：１）平成 17 年 10 月１日現在。 

２）東京 23 区は１地方公共団体として数えた。 

３）離島地域等は、奄美群島、小笠原諸島の市町村を含む。 



（３）その他の地域区分について 

 

１）三大都市圏・地方圏 

市町村単位の集計ができない統計指標等については、都道府県単位で以下の区分により集計した。 

＜三大都市圏＞ 東京圏：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県 

          名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

          関西圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県  

＜地方圏＞ その他の道県 

なお、このほか、大都市部と地方部を区別する観点から、三大都市圏以外の、政令指定都市を含む

道県（平成 19 年 4 月現在）についても集計単位として用いた。 

２）地方の区分 

地方の区分は、国土審議会における広域地方計画区域の８圏域を参照し、これに北海道と沖縄県を

加えた以下の 10 ブロックとした。 

北海道（北海道） 

東北ブロック（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県） 

   首都圏ブロック（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県） 

   北陸ブロック（富山県、石川県、福井県） 

中部ブロック（長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県） 

近畿ブロック（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県） 

中国ブロック（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県） 

四国ブロック（徳島県、香川県、愛媛県、高知県） 

九州ブロック（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県） 

沖縄 （沖縄県） 

 

２ 本レポートで用いた意識調査について 

本レポートで用いた主要な意識調査等の詳細は以下のとおりである。 

（１）「地域づくりに関する地方圏在住者等意識調査（平成 19 年３月）」 

本調査は、民間調査会社によるインターネット・アンケートを活用し、平成 19 年３月下旬の４日間

に、全国約 46 万人の登録モニターから、都市圏外及び条件不利地域を中心に約 15,000 人を対象とし

て調査票をメール配信し、2,847 人（男性 1,498 人、女性 1,349 人）の有効回答（有効回答率約 19％）

を得たものである。 

条件不利地域については、調査時点の指定状況に基づくものである。離島地域等には、奄美群島及

び沖縄（本島以外）を含む。 

（２）「外国人居住者の眼から見た我が国の地方圏に関する意識調査（平成 19 年２-３月）」 

本調査は、平成 19 年２月下旬から３月上旬の間に、民間調査会社の外国人の登録モニターの中から、

日本滞在１年半以上で、英語を話す在日ビジネスマン及びその家族等（公務員、学校教員等を含む）で、

一定の条件を満たす者のうち同意が得られた者（母国と日本以外の外国訪問経験、日本の地方部への訪

問経験のある者。）、約 350 人に対し、メール及びＦＡＸ等で実施したもの。対象者の出身地域は、北米、

中南米、欧州、ロシア中国、インド、韓国、台湾、東南アジア諸国、太平洋州、中近東、アフリカなど、

61 ケ国。 



＜豪雪地帯及び特別豪雪地帯＞
※平成17年10月1日現在

特別豪雪地帯 全域指定

豪雪地帯 全域指定

特別豪雪地帯 一部指定

豪雪地帯 一部指定

 



＜離島地域等＞
※平成17年10月1日現在

離島地域 全域指定

離島地域 一部指定

奄美群島

小笠原諸島

 



＜半島地域＞
※平成17年10月1日現在

半島地域 全部指定

半島地域 一部指定

 



＜振興山村＞
※平成17年10月1日現在

振興山村 全域指定

振興山村 一部指定

 



＜過疎地域等＞
※平成17年10月1日現在

過疎市町村（2条1項）

過疎地域とみなされる市町村

（33条1項）

過疎地域とみなされる区域を

有する市町村（33条2項）

 






